
オーストラリアにおけるM&A

ディールのライフサイクルを通じた
税務上の配慮
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はじめに

M&A取引における税務上の考慮事項

税務上の考慮事項は、単なるコンプライアンスの問題にとどま
りません。

ディールの構造、タイミング、そして財務結果に大きな影響を
与える戦略的な手段です。

税務計画に積極的に取り組むことで、企業と株主の双方が
税務ポジションを最適化し、予期せぬ負債を軽減し、取引全
体の効率性を高めることができます。

十分な情報に基づいた慎重な税務アプローチは、優れた取
引と真に優れた取引を分ける要因となり得ます。

本書では、典型的なM&A取引のライフサイクル全体、つまり
初期計画段階から最終的な実行に至るまで、発生する主要
な税務上の考慮事項を検証します。

柔軟性とスピード感

• M&Aや組織再編の初期的・流動的な段階から実行後ま で、クライアント（貴社）とのコミュニケーションを重視し
ながら、刻々と変化する状況に応じた柔軟かつ スピード感のある対応を大切にしています。

• 短期間かつ突発的な対応が必要となる場合においても、迅速にチームを組成し、クライアント（貴社）の希望 す
るスケジュールで業務を遂行いたします。

高度な専門性

• 会計/監査やM&Aに関する豊富な経験をベースとし つつ、IPO、フォレンジック（不正調査）、ITシステム、税務
など様々な領域に精通したチームとの連携により、幅広い領域での調査/分析やストラク チャリングのサポートが可
能です。

• PPAをはじめとして、財務諸表監査や内部統制監査（J-SOX）に向けたガバナンス体制の構築、 IFRSの導入、
決算早期化などM&A後の統合プロセ スも支援いたします。

グローバルネットワーク

• 世界135ヵ国以上で展開しているGrant Thornton Internationalのメンバーファームと連携し、クロス ボーダー
案件にもシームレスに対応いたします。 18ヵ国24拠点に配置しているジャパンデスク（日本人駐在員または日本
語対応可能な専門スタッフ）により、現地企業とのリレーションの日本語でのサポートなど、国内案件に準じた対応
がも可能です。

GTの強み

私たちは、専門性、迅速性・柔軟性、国際性の観点から、クライアントの成長戦略を強力に支援します。

フェーズ1

フェーズ3

フェーズ2

ディール前の構築

デューデリジェンス（DD)

売買契約書（SPA)のレビュー

ディール (M&A) では、効果的かつ効率的な取引を促進するために、関連する税務上の影響
と機会を徹底的に理解することが不可欠です。
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ディールのスナップショット

中堅企業は依然として買収対象の大
部分を占めており、1億豪ドル未満の
ディールがかなりの割合を占めています。
サービスベースの企業は、買収者にとっ
て依然として重要な関心領域です。

最近のM&Aの動向 M&Aの上位業種

新規公開株式（IPO)の増減国内ｖクロスボーダー

ディールのセクター構成は、オーストラリアの
M&A市場の安定化を反映しています。特に
人工知能、デジタルインフラ、データといった分
野において、イノベーションへの勢いは依然とし
て続いていますが、製造業は引き続きM&A全
体のフローに最も大きく貢献しています。

ディール件数は全体的に減少しているものの、業界内の取引構成を見ると、オーストラリアの
M&A環境は概ね安定していることが分かります。

ヘルスケアセクターは、IPO件数が最も大きく
増加し、当期中に3件から8件に増加しました。
一般消費財セクターと工業セクターでも緩やか
な増加が見られ、それぞれ2件と1件の増加と
なりました。

一方、素材、金融、エネルギーセクターでは
IPO活動が縮小しました。生活必需品、情報
技術、通信、公益事業セクターでは上場が記
録されておらず、当期におけるこれらのセクター
への投資家の関心が低迷していることが示唆
されます。

国際的な買収者は引き続き大企業を
ターゲットとし、国内の買収者と比較し
て一貫して高い評価倍率を支払ってい
ます。

評価データが開示されている82件の取
引のうち、50件は国内の買収者が関
与し、32件はオーストラリア国外に拠
点を置く買収者によって完了しました。

2025年
Dealtrackerレポート

https://www.grantthornton.com.au/ja/insights/reports/dealtracker-2025/
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ディール前の構築1
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ディール前の企画・構築（ストラクチャー分析）

１．売却準備

事業が「売却準備完了」であるためには、税務効率の高い取
引を実現するために不可欠です。重要な考慮事項としては、
非課税資産移転を可能にする連結納税グループの形成、また
はロールオーバー控除の対象となる方法で対象事業を信託か
ら会社へと再編することなどが挙げられます。

ディール前に現金または利益を株主に送金することも一般的な
慣行です。このような場合、フランキング・クレジットが適切に株
主に引き継がれ、配当金が誤って売却収入として再分類され
ないことを確認することが重要です。

２．ディールのストラクチャリング

過去の税務上の属性が継承される株式売却と、実用性が低
い可能性のある資産売却の税務上の影響は、買い手と売り手
の両方の視点から、特に購入価格への影響という観点から慎
重に評価する必要があります。

株式取引において、対象事業の買収レベルは、引き継ぐ税務
上の資産と負債に重大な影響を与える可能性があります。これ
は、鉱業やテクノロジーセクターなど、多額の繰越欠損金を抱え
る連結納税グループにとって特に重要です。欠損金は、欠損金
を発生させた事業体ではなく、連結納税グループの親会社に
帰属することに注意することが重要です。

３．ディールの資金調達

借入金による資金調達が、利子控除の要件を満たすためには、
税務上の「負債」に該当することを確認することが大切です。外
国からの資金調達については、特に源泉徴収義務や、資金調
達契約における資本コスト全体を増加させる可能性のある「グ
ロスアップ」条項の有無について、さらに検討する必要があります。

将来の収入源（ロイヤルティなど）に対する権利の支払いなど、
代替的な資金調達メカニズムの税務上の取扱いについても、
課税対象かどうか、また関連する税制への準拠性を判断する
ために評価する必要があります。

４．デューデリジェンスの準備

株式買収において、買収者は対象企業の税務履歴を引き継ぎ
ます。関連するリスクを軽減するため、買収者は通常、2～4年に
わたる財務、法務、税務に関するデューデリジェンスを実施します。
売り手は、潜在的なリスクを最小限に抑えるため、企業のコンプラ
イアンス義務、税務プロセス、内部統制を積極的に評価する必
要があります。

デューデリジェンス中に重大な不利な点が発見された場合、審査
期間の延長、買収価格の引き下げ、株式売却から資産売却
（一般的に売り手にとって税務効率が低い）、保証要件の強化、
さらには取引の終了につながる可能性があります。

５．その他の考慮事項

印紙税やGSTについては、一定の免除および減税が適用される
場合があります。「継続企業」の免除や「土地保有企業」の分類
といった重要な概念を慎重に評価する必要があります。

株式売却において、買収者は多くの場合、グループ内債務が完
了前に解決されることを期待します。売主が関連当事者への債
務を返済する資金が不足している場合、買収対価の一部を返
済に充当することができます。一方、債務が返済されずに免除さ
れた場合、様々な税務上の帰結が生じる可能性があり、コンプラ
イアンスと最適なストラクチャリングを確保するために慎重な分析が
必要となります。

事例1:税損失からのロックアウト～コスト高のミス

鉱山開発事業への移行を進めるグループへの資金の一部を調達する
ため、第三者投資家が事業体レベルでの資本注入を通じて、間もなく
鉱山開発会社となるプロジェクト事業体の株式30%を取得しました。
このプロジェクト事業体は、このプロジェクトの開発を主な事業とする連
結納税グループ（TCG, Tax Consolidated Group）の子会社メ
ンバーでした。

プロジェクトレベルでの投資の結果、この事業体は完全所有ではなくな
り、連結納税規則に従いTCGから脱退しました。この脱退は税務上
大きな影響を及ぼしました。プロジェクト事業体で発生した探査段階
の税務上の損失はTCGの親会社が保有しており、連結納税法上、プ
ロジェクト事業体に再配分することはできませんでした。その結果、これ
らの損失は連結対象外となった事業体が将来生み出す利益と相殺
することができず、貴重な税務上の属性が失われました。

M&Aにおける税務ストラクチャリングの戦略的重要性

効果的な税務ストラクチャリングは、M&A取引を締結するための重要な前提条件です。

これにより、対象事業が売り手と買い手の双方の戦略および業務要件に適合していることが保証されます。積極
的かつ効率的な税務プランニングは、株主価値を最大化するだけでなく、予期せぬ税務負債に伴うリスクを軽減
します。綿密に検討された税務アプローチは、取引の成功と財務成果に大きな影響を与える可能性があります。

重点分野と検討事項

売却または買収対象となる事業の正確な性質を明確に理解することが不可欠です。

同様に重要なのは、戦略目標と取引目標との整合性を確保するために、必要な事業再編を効率的かつ費用対効果の高い
方法で実行することです。
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税務デューディリジェンス2
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税務デューデリジェンスは隠れた税務リスクを識別する

税務デューデリジェンスにおける主要なリスク

デューデリジェンス・プロセスでは、いくつかの税務リスク領域が一般
的に精査されます。これらのリスクを早期に特定し対処することで、
リスクへのエクスポージャーを大幅に軽減し、取引の確実性を高め
ることができます。

• 正式な税務アドバイスの欠如：主要取引の取扱いを裏付ける文
書化された税務アドバイスがない場合、取扱いの正確性だけでなく、
企業のガバナンスおよび統制体制の堅牢性についても懸念が生じま
す。

• 連結納税の複雑さ：連結納税の仕組みが不十分であったり、欠落
していたりすると、特に税法の複雑または微妙な側面に関わる分野
では、虚偽記載やコンプライアンス上の問題につながる可能性があり
ます。

• 支出の誤分類：採掘または探査支出の誤分類は、過剰または不
適切な税額控除につながり、潜在的な監査リスクにつながる可能性
があります。

• 根拠のない税務上の欠損金の使用：十分な根拠のない繰越欠
損金の使用は、オーストラリア税務局（ATO）による主要な調査対
象であり、控除の否認や罰金につながる可能性があります。

• 給与計算および年金制度（スーパー）のコンプライアンス：給与
計算および年金制度の義務、特に請負業者に関する義務の不備
は、よく見られます。コンプライアンス違反は、金銭的な罰金や取締
役の個人責任につながる可能性があります。

• 国際税務の複雑さ：クロスボーダー取引は、恒久的施設（PE）、
源泉徴収税、移転価格、税務上の居住地など、様々な複雑な問
題を引き起こします。ハイブリッドミスマッチ契約、債務控除の創設、
過少資本といった新たな規則は、状況をさらに複雑化させています。

買い手側の是正策

デューデリジェンス中に重大な税務上の負債またはリスクが特定さ
れた場合、買い手にはリスクを軽減するためのいくつかの選択肢が
あります。

• 購入価格の調整：特定された税務リスクを反映して購入価格を調
整することは、財務リスクを管理するための基本的なメカニズムです。

• 補償および保証：買い手は、ディール後に発生する可能性のある
債務から保護するために、売主に対し具体的な補償および保証を
求めることができます。

• 販売前是正：買い手は、ディールの一環として追加税や罰金の支
払いを含む、ディール完了前に誤りを是正するよう交渉することができ
ます。

• 取引の再構築：特定されたリスクの深刻度によっては、取引の再構
築が最も適切な措置となる場合があります。このプロセスをサポートし、
最適な結果を確保するためには、ディール前に税務アドバイスを求め
ることが不可欠です。

税務デューデリジェンスは、M&Aにおいて重要な要素であり、情報に基づいた意思決定と効果的なリスク軽
減の基盤となります。買収者は、対象企業の税務履歴、負債、コンプライアンス慣行を徹底的に調査するこ
とで、隠れた税務リスクを発見し、潜在的な機会を特定することができます。 このプロセスは、対象企業の正
確な評価を支援するだけでなく、買収後の予期せぬ税務負担を最小限に抑えることにも役立ちます。堅牢な
デューデリジェンスアプローチは、取引の信頼性を高め、より円滑な取引遂行に貢献します。

主な焦点と検討事項

以下は、税務デューデリジェンスプロセスにおいて通常、厳格な精査の対象となる主要な税務リスク領域と、買い手側が利用
できる主要な改善戦略の概要です。

事例2: デューデリジェンスでの一時的な完全費用化トラ
ップの識別に成功

一時的な全額費用計上と連結納税への影響

デューデリジェンスプロセスにおいて、有形固定資産（PP&E）を多く
保有する対象企業のほぼすべての資産が一時的な全額費用計上
（TFE）の対象となっていることが判明しました。

対象企業は買収者の連結納税グループに統合される予定でしたが、
連結納税ルールの不備により、TFE資産に配分される税務上の原
価ベースがゼロになっていました。

この結果は税務上大きな影響を及ぼしました。買収者は、本来で
あれば原価配分プロセスに基づいて評価額が計上されていたPP&E
資産について、税務上の減価償却控除を請求することができません
でした。

その結果、税務上のメリットの減少を対象企業の正味現在価値に
反映するために、購入価格の調整の必要性を交渉することができま
した。

関連洞察力

M&Aにおける税務DD～単なるチェックリスト
以上に考慮するべきこと(Link)

https://www.grantthornton.com.au/ja/insights/blogs/tax-due-diligence-in-ma--more-than-a-box-ticking-exercise/
https://www.grantthornton.com.au/ja/insights/blogs/tax-due-diligence-in-ma--more-than-a-box-ticking-exercise/
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売買契約レビュー3
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売買契約書（SPA)の税務レビュー

1. 対価の構造化

対価および価格設定に関する条項は、税務上の効率性が高く、
両当事者の商業的意図に合致していることを確認するために、
慎重に検討する必要があります。条項の中には単純なものもあり
ますが、より複雑な要素を含むものもあります。例えば、対象企業
の経済実績を条件とする繰延対価は、非経済指標に基づく対
価とは異なる課税対象となる可能性があります。これらの違いを
理解することは、意図しない税務上の結果を回避するために不
可欠です。

2. ロールオーバー控除

ロールオーバー控除は、非現金報酬を受け取った場合にのみ適
用されます。控除が利用できない場合、流動性の低い非現金資
産の受領に対して税金が課せられる可能性があり、キャッシュフ
ローに問題が生じる可能性があります。ロールオーバー控除の対
象となるように、取引書類は正確に作成することが不可欠です。

3. 税務保証および補償（W&I）条項

W&I条項は、買主が不必要な税務リスクを引き継ぐことを防ぐた
めに、慎重に作成する必要があります。ただし、これらの条項の有
効性は、売主の財務能力と履行意欲に左右されます。安全策と
して、買主は潜在的な債務をカバーするために購入価格の一部
をエスクローに留保するなどの代替戦略を検討する必要がありま
す。

4. 連結納税グループ

買収対象企業が連結納税グループの子会社である場合、当該
企業が他のグループメンバーの取引前の税務債務について連帯
責任を負わないように、明確な退出メカニズムを設けることが不可
欠です。これは、後発的な税務リスクを管理する上で重要なス
テップです。

5. 取引完了後の各当事者の役割

取引完了後、買主と売主双方の責任を明確に定義することが
重要です。売買契約（SPA）には、事業年度をまたぐ期間の税
務申告書の提出者、税務紛争の処理者、および関連費用の分
担方法を明記する必要があります。役割分担を明確にすることで、
取引後の混乱を防ぎ、円滑なコンプライアンスを確保できます。

ディールにおいては、売買契約を税務の観点からレビューすることが不可欠です。

これらの文書は取引条件を正式なものにするものであり、両当事者の税務結果に直接影響を与えるからです。適
切に作成された契約は、当事者の商業的意図を正確に反映し、合意されたデューデリジェンスの結果を反映し、
予期せぬ税務上の負債リスクを最小限に抑える必要があります。

購入価格の調整、繰延対価のメカニズム、税務上の優遇措置条項といった主要な契約要素は、税務上効率的
な方法で構成されていることを確認するために、綿密な精査が必要です。これらの要素に積極的に取り組むことで、
リスクを軽減し、買い手と売り手双方にとっての価値を最大化することができます。

主な焦点と検討事項

両当事者の意図を正確に反映し、税務上の効率的な結果を促進するために、適切な条項とその条項内の正確な文言が取引
文書に含まれるように、具体的な措置を講じる必要があります。

関連するインサイト

M&Aディールを成功させるためのオーストラリ
ア税務の基本知識 (Link)

ケーススタディ3: 正しい表現の重要性

株式譲渡によるロールオーバーの軽減措置とSPAの文言

株式購入契約（SPA）の見直しにより、対象会社の株式を売却
し、買収会社の株式を受け取るすべての株主が、実質的に同一の
条件で売却を行っているわけではないことが明らかになりました。この
不一致により、株主は株式譲渡によるロールオーバーの軽減措置
の対象外となっていた可能性があります。

SPAの文言が再検討・修正されていなかった場合、売り手は株式
の売却に伴う税金を負担する必要があり、納税義務を履行するた
めの資金を調達できなかったでしょう。これは、受領した対価が非上
場企業の非流動性株式である場合に特に問題となり、キャッシュフ
ローに課題が生じる可能性があります。

https://www.grantthornton.com.au/ja/insights/blogs/tax-planning-essentials-for-successful-ma-transactions/
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GTオーストラリアのM&Aサービス

ディール成功のための統合的な専門知識

M&Aを成功させるには、的確な税務アドバイスだけでは不十分です。当社の統合サービスモデルは、コーポ
レートファイナンスの専門家やその他のビジネスプロフェッショナルを含む多分野にわたるチームを結集し、取引の
あらゆる段階をサポートします。この協働的なアプローチにより、商業、財務、税務のあらゆる側面を包括的に
検討し、より良い成果と長期的な価値を実現します。

さいごに

M&Aにおける税務環境を乗り切るには、技術的な専門知識以
上のものが求められます。先見性、正確性、そして協調的なアプ
ローチが求められます。

重要な税務上の考慮事項に早期に対処し、慎重に取引を構築
し、統合的なアドバイザリーサポートを活用することで、企業はより
大きな価値を引き出し、リスクを最小限に抑えることができます。

グラント・ソントン（GT)では、高度な専門知識と真摯な配慮を
組み合わせ、他に類を見ないエクスペリエンスを提供します。すべて
の取引が税務効率に優れているだけでなく、戦略的に健全で、
シームレスに実行されることを保証します。

シームレスで価値主導型のM&Aサポートを提供

GTオーストラリアでは、オーストラリア国内とグローバルネットワーク
の包括的な機能を活用し、M&Aライフサイクル全体にわたるシー
ムレスなサポートを提供しています。

統合的なアプローチにより、すべての関係者に情報を提供し、プロ
セスを円滑かつ効率的に実行し、最適な成果を達成します。

GTオーストラリアのM&Aコンサルタントは、デット・プロバイダーやエ
クイティ・プロバイダーから独立して業務を行い、公平かつ実践的
な戦略および取引アドバイスを提供します。

ディール管理のためのカスタマイズされたプロセスを設計・実行し、
戦略の各要素がタイムリーかつ協調的に対応することに従事して
います。

包括的なM&Aアドバイザリーサービス

当チームは、M&Aライフサイクル全体にわたるエンドツーエン
ドのサポートを提供し、以下の分野において戦略的ガイダ
ンスと実行に関する専門知識を提供します。

• 買収案件の調査と戦略：成長目標に沿った戦略的
買収機会の特定と評価。

• バイアウト・バイイン・アドバイザリー：バイアウトおよび
バイイン取引を通じて経営陣と投資家をサポート。

• 事業計画：投資判断と取引準備を支援するための強
固な事業計画の策定。

• 債務借り換えと資金調達：資本構成の最適化と成
長資金のための債務ソリューションの構築と調達。

• 投資売却：価値最大化と円滑な実行確保のため、
事業部門または資産の売却に関するアドバイス。

• 財務デューデリジェンス：前提条件の検証とリスクの発
見を目的とした徹底的な財務レビューの実施。

• 統合：シナジー効果の実現と事業運営の整合性確
保のための、取引後の統合支援。

• プロジェクトファイナンスと入札支援：複雑なプロジェ
クトファイナンスと競争入札プロセスを支援します。

• プライベートエクイティによる資金調達：成長、変革、
または出口戦略のためのプライベートエクイティ資金調
達を促進します。

• ロールアップ／バイ・アンド・ビルド戦略：規模と市場
プレゼンスを構築するための統合戦略を設計・実行しま
す。

• 戦略レビュー：戦略の方向性と取引準備状況を把握
するための独立した評価を実施します。
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連絡先

荒川尚子

日豪プラクティス・リーダー

shoko.arakawa@au.gt.com
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Daniel Kave

オーストラリアの税務部長
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Tim Hands

M&A税務リーダー
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Mark Trewhella

法人税パートナー、著者
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